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第 3号の定松文「国家戦略特区と『外国人家事支援人材』」（p.59-74）に、以下の間違いがありました。詳細は以下の「正誤表」でご確認ください。 

謹んでお詫びを申しあげますとともに、訂正をよろしくお願いいたします。 

『経済社会とジェンダー』編集委員会 2020年 12月 

 

頁 行 誤 正 

59 15 「外国人家事支援人材」本当の目的は何か 「外国人家事支援人材」の本当の目的は何か 

60 1 再生労働 再生産労働 

60 8 適切な仕事 ディーセントワーク 

61 3 1996年の北京女性会議 1995年に北京で開かれた世界女性会議 

61 18 ホックシールド（Hochschild 2000） ホックシールドとエーレンライク（Hochschild and Ehrenreich eds. 2003） 

62 32 大阪ではダスキン 6名、ベアーズ 6名 大阪ではダスキン 6名、ベアーズ 4名 

62 33-34 東京では～ニチイ学館 15名 東京では～ニチイ学館 55名 

63 16 ⑥今後、生活介助の「介護」 ⑥今後、生活援助の「介護」 

64 図１ 図 1 女性の雇用率比較 図 1 女性の就業率比較 

64 図 1 出所：独立行政法人労働政策研究所・研究機構

『データブック国際労働比較 2016』 

出所：独立行政法人労働政策研究所・研究機構 2016、p.66-81より筆者作成 

64 図 2 出所：独立行政法人労働政策研究所・研究機構

『データブック国際労働比較 2016』 

出所：内閣府男女共同参画局 2011、p.71、第 1-3-5図「Ｍ字カーブ解消による女性

の労働力人口増加の試算」に筆者加筆 

65 図 3 出所：みずほ銀行産業調査部による『女性活躍推

進を契機とするサービス需要の拡大』 

出所：みずほ銀行産業調査部 2016、p.348 
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66 図 4 出所：みずほ銀行産業調査部による『女性活躍推

進を契機とするサービス需要の拡大』 

出所：みずほ銀行産業調査部 2016、p.349 

68 1-4 「家事支援サービス支障は~かが市場拡大の鍵とな

ろう」 

「家事支援サービス支障は~かが市場拡大の鍵となろう」（みずほ銀行産業調査部 

2016: 350） 

68 4 「普及の大きな~価格要因」 「普及の大きな~価格要因」（op.cit.: 354) 

68 5-6 「増加する管理職女性 11万人と～3,417億円の市

場が創出される」 

「増加する管理職女性 11万人と～3,417億円の市場が創出される」（op.cit.: 355) 

69 11 機会費用は 20％高く 2016年 6月の家事代行業者への聞き取りによれば、機会費用は 20％高く 

69 図 5 出所）在留外国人統計（旧登録外国人統計）統計

表 特定活動「家事労働者」より筆者作成 

出所）在留外国人統計（旧登録外国人統計）統計表 特定活動「家事使用人」より

筆者作成 

70 4-11 海外から～そういうオプションがあります。 海外から～そういうオプションがあります。 

（内閣府 2014 : 2-3) 

72 6 ETA EPA 

73 注 4 ここでの意味は、闇市場か否かの対立。 ここでは、フォーマルを税の申告がなされている、インフォーマルを税の申告無し

かの意味で使用している。 

73 注 5 詳しくは、2018年に出される社会学評論と科研費

報告者での拙稿を参照 

詳しくは拙稿（2018）を参照のこと。 

73 注 9 グレン・ナカノ(2002) グレン・ナカノ（Glenn 2002） 
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